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Abstract 

 
Recently, penetration of PV systems is growing up. When the penetration of PV systems increases, over current problem 

in the process of change of distribution line configuration, voltage unbalance between 3 phase lines and other power quality 

problems in normal operation of the distribution system may occur because of the reverse power flow from the PV systems. 

In order to prevent the problems, we need development of the technique to grasp the reverse power flow from the PV systems 

under the large penetration. The separation technique of the power generation curve of PV systems and demand curve in the 

distribution system is needed considerably. 

In this paper, we propose a new separation technique of the power generation curve of PV systems and demand curve. A 

method to reduce voltage unbalance between 3 phase lines by using this technique is also proposed. 
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背  景 
  
太陽光発電（PV）の普及に伴い、配電線の需要カーブが複雑化するものと考えられ

る。こうした状況のもとで配電系統の運用管理において、電圧不平衡の抑制など、配

電線の電力品質維持を図るためには、負荷の実態を把握することが重要になる。この

ため、センサー開閉器や変圧器計測端末によって計測した需要カーブを PV 出力カー

ブと負荷カーブに分離する手法と、それを適用した電力品質維持方式の開発が望まれ

ている。 

 
目  的 
  
配電線の需要カーブを、PV 出力と負荷に分離する手法を提案する。また、提案手法

を適用した電圧不平衡対策箇所の選定法を明らかにする。 

 
主な成果 
 
１．分離手法の提案と適用条件の評価 

(1) 3 相不平衡状態にある電灯負荷カーブ 1)、PV 出力カーブそれぞれが各線間で相似 2)

であることと、これらの稼働時間帯が異なっていることに着目し、センサー開閉器

情報等から得られる 1 日の各線間需要カーブを、PV 出力カーブと負荷カーブに分

離・推定する手法を提案した（図 1）。 

(2) 適用条件を評価するため、線間の PV 設備容量比と雲等による日射強度の各エリ

ア 3)間のバラツキにより、配電線全体の PV 出力カーブの相似が崩れた場合の推定

誤差について、シミュレーション解析した（図 2）。図 2の(a)に示す条件のもとで、

PV 出力カーブの誤差率 4)10％以下を目標とすると、負荷設備容量の不平衡率 5)が

30％の場合、各エリアの PV 設備容量の不平衡率 20％程度以下が条件となる。 

２．電圧不平衡対策箇所の選定法 

単相負荷の線間アンバランスに起因する電圧不平衡の対策として、センサー開閉器

情報を用いて対策エリアを絞り込んだ上で、(1)の分離手法により個々の単相負荷の

需要カーブを算定し、その結果を用いて結線替を必要とする単相負荷を選定する方法

を提案した（図 3）。 
 

注 1) 電灯負荷カーブは、電気温水器等の深夜負荷を除く、一般家庭の電灯契約負荷カーブを指す。 

2) H11 年度 NEDO 研究報告書、「平成 11 年度負荷集中制御システム確立実証試験（負荷集中制御システム確立

実証試験）システムの試験・評価」、2000 年 3 月によると、各線間の需要家戸数が 400 戸以上のとき電灯負

荷カーブは相似となる。 

3) 線路開閉器間の配電線区間 

4) 誤差率＝（PV 出力推定値－PV 出力真値）／PV 出力真値×100 として算出 

5) 負荷（PV）設備容量の不平衡率＝（最大設備容量－最小設備容量）／平均設備容量×100 として算出 
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図２ ＰＶ出力推定誤差 

ＳＴＥＰ１（対策エリアの選定）
　・センサー開閉器情報を用いて、それぞれのエリアで負荷を平衡に設定した場合の
　 最大電圧不平衡率を算出し、最も改善効果の高いエリアを対策エリアに選定。

ＳＴＥＰ３（対策候補の評価・決定）
　・提案手法により、個々の単相負荷の需要カーブを算定し、各対策候補の
　  改善効果を比較・評価することで、結線替を必要とする単相負荷を決定。

ＳＴＥＰ２（エリア内の対策候補の抽出）
・設備情報データより、結線替単相負荷候補を抽出。

 

図３ 電圧不平衡対策箇所選定フロー 
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１．はじめに 

 

近年、地球環境問題への関心の高まりから、

太陽光発電（以下、PV）や風力発電等の再生可

能エネルギーが注目を集めており、長期エネル

ギー需給見通しにおける最大導入ケースでは、

PV導入量として 5,321万 kWが見込まれており、

今後、配電系統を中心に導入の拡大が予想され

ている。 

配電系統に PV が大量に導入された場合には、

PV からの逆潮流によって配電線の潮流が大き

く変動するため、時として潮流方向が変化し、

配電線の需要カーブは複雑化することになる。 

一方、配電線の運用管理において、電圧不平

衡の抑制等の電力品質維持や配電線系統切替時

の過負荷発生を防止するためには、負荷の実態

を的確に把握することが必要とされている。

このため、センサー開閉器や変圧器計測端末に

よって計測した需要カーブを PV 出力カーブと

負荷カーブに分離する手法と、それを適用した

電力品質維持方式の開発が望まれている。 

そこで、本研究では、今後、普及拡大が予想

される PV の出力を把握し、配電線の設備増強計

画や配電線融通等の運用管理、電力品質対策等

に活用することを目的として、各線間の需要カー

ブを PV 出力と負荷に分離する手法を提案し、そ

れを適用した電圧不平衡対策箇所の選定方法に

ついて検討した。 

 

２．PV 出力と負荷の分離の必要性 

 

一般的に配電線作業等の系統切替時の配電

線融通計算、新規需要発生時の対策工事や年度

の需要の伸びを考慮した配電設備増強工事等の

設備増強計画では、配電線潮流を用いた供給余

力の検討が行われている。 

また、近年、悪化が懸念されている電圧不平

衡の抑制対策を検討する上でも、負荷を時間的、

空間的にバランスさせる必要があるため、負荷

の実態を把握することが重要である。 

これまで配電線の潮流方向は変電所から需

要家側への順方向のみであったが、近年の PV

の普及拡大に伴い新たに PV からの逆潮流も考

慮する必要が生じている。PV の出力は天候や時

間帯によって大きく変動するため、今後、PV が

大量に導入された場合には、配電線の潮流も複

雑に変化することになり、負荷の実態把握が困

難になる。 

この複雑化した配電線潮流のため、負荷の実

態が把握できず、配電線供給余力の判断を誤っ

た場合には、配電線設備の過負荷や電圧降下に

よる法定電圧の逸脱等の問題が発生する可能性

もある。 

以上の理由から、配電線の潮流に含まれる PV

出力と負荷の実態を把握することは、配電線の

設備計画、運用管理、電力品質面から非常に重

要であり、配電線潮流より、PV 出力と負荷を分

離する手法の開発が必要とされている。 

 

３．PV 出力と負荷の分離手法の提案 

 

近年、光ネットワークや IP 通信技術の進歩に

伴い、配電系統の運用管理の精度向上を目的と

して、配電系統へセンサー開閉器の導入が進め

られており、各エリアの電圧や潮流等の計測情

報を容易に入手することが可能になった。 

また、変圧器の負荷情報を遠隔で収集する計

測端末（以下、TMU）も実用化されてきており、

実測データに基づいた詳細な電圧負荷管理が実

施できる環境が整いつつある。 

そこで、これらのセンサー情報から得られる

各線間の需要カーブを PV 出力カーブおよび負

荷カーブに分離・推定する手法を検討した。以

下に検討結果を示す。 

 

 



 －2－ ©CRIEPI 

3.1 PV 出力と負荷の分離手法 

 

(1) 前提条件 

今回提案する分離手法では、センサー開閉器

情報等から得られる 3 相不平衡状態にある 1 日

の各線間需要カーブを用い、以下の 4 つの前提

条件下で算定を行う。 

①センサー情報により、各線間の需要カーブを

把握可能 

②各線間の電灯負荷カーブは互いに相似 

③各線間の PV 出力カーブは互いに相似 

④各線間の PV 設備容量比が既知 

このうち、①については、図 3.1-1 に示すセ

ンサー開閉器、TMU の測定データ（相電圧、線

電流、算定区間内の 1 線間の線間電流）を用い

て精度よく算出できるものとして、以降の検討

を行った。②の各線間の電灯負荷カーブ（需要

家戸数 400 戸以上）は、NEDO 報告書 1)より、相

似とみなした。③の PV 出力カーブは、日射に比

例することから、線路開閉器間のように限定さ

れたエリアであれば、日射の変化も同一で、PV

出力カーブも相似とみなした。④の各線間の PV

設備容量比については、契約情報により把握可

能であり、これを既知とした。 

(2) PV 出力カーブと負荷の分離・推定フロー 

図 3.1-2 に分離手法の説明に使用する各線間

の需要カーブ例を示す。 

一般的に配電系統の線間負荷は単相負荷と 3

相動力負荷から構成されており、今後、PV の普

及が見込まれる住宅地域は単相負荷の割合が大

きい。この単相負荷は、ベースとなる電灯負荷､

深夜のみ起動する電気温水器等の深夜負荷、お

よび PV 出力から構成されており、各線間の需要

カーブは、各構成要素の負荷カーブと PV出力カー

ブの和として表すことができる。参考として、

図3.1-2の線間ABの各構成要素の負荷カーブと

PV 出力カーブを示す（図 3.1-3）。 

各線間に含まれる PV 出力カーブは相似であ

【センサー開閉器情報】

各相の相電圧、線電流を計測

⇒各線間電圧、線間電流
※

算出⇒線間有効電力、無効電力算出

Ａ相

Ｂ相

Ｃ相
【ＴＭＵ情報】

1線間の有効電力、無効電力を計測
⇒１線間のみ線間電流算出

・・・

※ＴＭＵ情報で補正

柱上変圧器
＋ＴＭＵ

図 3.1-1 センサー開閉器および TMU による

線間需要カーブの算出方法 
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ると仮定し、かつ PV 設備容量比の設定値 AB：

BC：CA＝3：0：1 を既知とすると、各線間の需

要カーブは、以下の関係式で表現できる。 

  AB＝Lab＋3S＋Kab＋P3・・・・・・・(1) 

  BC＝Lbc＋Kbc＋P3・・・・・・・・・(2) 

 CA＝Lca＋S＋Kca＋P3 ・・・・・・・(3) 

ここで、Lab、Lbc、Lca：電灯負荷カーブ、S：

PV 出力カーブ、Kab、Kbc、Kca：深夜負荷カーブ、

P3：3 相動力負荷カーブを表す。 

(1)～(3)式は未知数が多く、このまま単純に

解くことはできないため、電灯負荷カーブが各

線間で相似であることと、稼働時間帯が異なる

ことに着目して、以下の手順で分離を行う。 

まず、3 相動力負荷は、3 つの線間に共通に含

まれているため、各線間需要カーブ(1)～(3)式

の差し引きにより、消去する（図 3.1-4）。 

次に、稼働時間帯が異なることに着目すると、

PV が発電する昼間（主に 7h～17h 台）は、深夜

負荷は稼動していないので、昼間の時間帯は、

深夜負荷カーブ（Kab、Kbc、Kca）を無視すること

ができ、図 3.1-4 の PV 発電時間帯の需要カーブ

は以下の式で与えることができる。 

  BC－AB＝（Lbc－Lab）－3S・・・・・(4) 

  BC－CA＝（Lbc－Lca）－S ・・・・・(5) 

  CA－AB＝（Lca－Lab）－2S・・・・・(6) 

さらに、この(4)～(6)の需要カーブにおいて、

日没後の 18h～22h までは、電灯負荷のみが稼動

していることに着目する。各線間に含まれる電

灯負荷カーブは相似形であると仮定しているた

め、この時間帯の需要カーブ（電灯負荷カーブ

のみ）を比例倍して一致させると、PV が発電し

ている昼間の電灯負荷カーブも一致し、差し引

きによって、PV 出力の基本カーブ S を算出する

ことができる。 

図 3.1-4 は、(5)と(6)の日没後の需要カーブ

の差分は等しく、(4)は(5)、(6)の 2 倍となって

いる例であり、PV 出力の基本カーブは、次式で

求まる。 

 ∴S＝(5)－(6)、または S＝(4)－(6)×2 

その後、PV 設備量の比を用いて各線間の PV

出力カーブを再現し、負荷カーブと分離する（図

3.1-5）。 

  AB 負荷＝Lab＋Kab＋P3・・・・・・・(7) 

  BC 負荷＝Lbc＋Kbc＋P3・・・・・・・(8) 

 CA 負荷＝Lca＋Kca＋P3・・・・・・・(9) 

以上によって、各線間の PV 出力カーブと負荷

カーブを分離・推定することができる。 

別解として、(4)～(6)式より、はじめに S を

消去して電灯負荷の基本カーブ（深夜帯除き）

を求め、その後、各線間の PV 出力カーブを算出

してもよい。 
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(4)線間ＢＣ-ＡＢ
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(5)線間ＢＣ-ＣＡ

各線間需要カーブの
差し引きにより、3相動力
負荷を消去する。

日没後の電灯負荷カーブの差
分を比例倍して一致させ、日中
の差分によりＰＶ出力の基本
カーブを得る。

2倍

図 3.1-4 PV 出力基本カーブの抽出 
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(8)線間ＢＣ＿負荷ＰＶ設備量の比を乗じて
各線間のＰＶ出力カーブ
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図 3.1-5 PV 出力カーブと負荷カーブの

分離・推定結果（出力） 
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3.2 負荷構成要素の分離方法 

 

 3.1 節で分離した負荷カーブを用い、さらに

負荷の稼働時間帯が異なることを利用して、負

荷構成要素（電灯負荷、深夜負荷、3 相動力）

の負荷カーブに分離・推定する方法を検討した。 

 町工場等の 3 相動力負荷の稼働時間を 7h～

19h 台と仮定すると、20h から深夜負荷が起動す

る 23h までは電灯負荷のみが稼動している。 

電灯負荷カーブは相似形であるため、この時

間帯の負荷カーブを比例倍して一致させること

により、昼間の電灯負荷カーブも一致し、差し

引きによって、3 相動力負荷 P3 を算出できる。 

この結果より、単相負荷カーブと 3 相動力負

荷カーブを分離可能である（図 3.2-1）。 

 ∴P3＝(7)×2－(8) 

  AB 単相負荷＝Lab＋Kab・・・・・・・(10) 

  BC 単相負荷＝Lbc＋Kbc・・・・・・・(11) 

  CA 単相負荷＝Lca＋Kca・・・・・・・(12) 

 ただし、3 相動力負荷が 20h 以降も運転して

いることが想定される場合には、誤差要因とな

るため、自動検針データ等を活用して、影響を

除去する等の対策が必要である。 

 次に、単相負荷カーブを電灯負荷カーブと深

夜負荷カーブに分離する方法を検討した。 

 深夜負荷である電気温水器は、沸き上げ時間

の違い（8 時間タイプ、5 時間タイプ）によって､

23h～6h 台にタイムスイッチにより個々に起動

するため、必ずしも各線間の負荷カーブは相似

形にはならない。 

このため、深夜負荷カーブを分離・推定する

際には、深夜負荷が存在しない線間負荷の情報

が必要であり、各線間の深夜負荷の有無につい

て各柱上変圧器の設備情報等により確認を行う

必要がある。 

仮に今回、線間 BC に深夜負荷がないという調

査結果が得られたとすると、Kbc＝0 となり、(11)

式は電灯負荷カーブのみとなる。 

各線間の電灯負荷カーブは相似形であるた

め、得られた線間 BC の電灯負荷カーブ(11)と

(10)、(12)の昼間の電灯負荷カーブを比例倍し

て一致させ、差し引きによって、電灯負荷カー

ブと深夜負荷カーブを分離することが可能であ

る（図 3.2-2）。 

∴Kab＝｛(10)×2－(11)｝／2 

 Kca＝｛(12)×4－(11)×3｝／4 

ただし、本例のように Kbc＝0 の線間が無い場

合には K≒0 の隣接区間の電灯負荷カーブ等を

使用して算出する必要がある。 

 以上によって、各線間の負荷カーブを、さら

に電灯負荷カーブ、深夜負荷カーブ、3 相動力

負荷カーブに分離することも可能である。 
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図 3.2-1 単相負荷と 3 相動力負荷の分離結果 
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図 3.2-2 電灯負荷と深夜負荷の分離結果 
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3.3 シミュレーションによる分離手法

の適用条件の評価 

 

センサー開閉器の設置台数が少なく、図 3.3-1

に示すように配電線一括で測定した各線間需要

カーブを使用した場合、線間の PV 設備容量比と

雲等による日射強度の各エリア間のバラツキに

より、PV 出力カーブの相似形が崩れる場合が想

定される。 

そこで、PV 等の普及が予想される住宅地域を

検討対象とし、図 3.3-2 の配電線亘長 4.2km の

配電系統モデルを用いて、シミュレーションに

より提案手法の適用条件の評価を行った。 

(1) シミュレーション条件 

電灯負荷および PV の配分量は各エリア均等

とし、各線間へは次のとおり不平衡に配分した。 

電灯負荷は、表 3.3-1 に基づいて各線間に不

平衡に配分し、負荷カーブは、図 3.3-3 の基本

カーブに基づいて時間変化させた。 

PV は、表 3.3-2 のようにエリア毎に各線間の

配分量を変化させ、配電線一括で見た場合、各

線間の PV 配分量が同量となるように設定した。

また、各エリアの PV 出力カーブは、表 3.3-3

の天候変化に従い、図 3.3-3 の基本カーブに基

づいて晴から曇へ変化させた。この結果、配電

線一括で見ると、各線間の晴と曇のエリアの PV

容量が時間帯で変化し、PV 出力カーブの相似形

が崩れることになる。なお、実際の雲の移動速

変電
所

雲 ①晴⇒曇（出力：約50％）へ移行
雲の広がり：1h毎にエリア拡大

曇エリア 晴エリア

AB　BC　CA AB　BC　CA

・・・
②各エリアの線間の
　 PV設備容量比に
　 バラツキが存在

①、②より、配電線全体では、PV出力カーブの
相似が崩れる。

110 120 130 210 220 230

AB　BC　CA

測定点
（配電線全体）

線路開閉器

図 3.3-1 PV 出力カーブの相似が崩れるケース

負荷

負荷

負荷

変電所

110 120 130 210 220 230100 200 300

Ｂ相

Ａ相
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Ｃ相

Ａ相

Ｂ相

＜凡例＞

線間負荷
ＡＢ

線間負荷
ＢＣ

線間負荷
ＣＡ

負荷エリア
（線路開閉器間）
線間負荷

配電線亘長　4.2km

0.5km0.2km

CuCVT
325sq

ALOC200sq

・・・・

　

図 3.3-2 配電系統モデル 

表 3.3-1 各エリアへの負荷の配分 

 AB BC CA 

全エリア Lmin Lave Lmax 
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電灯負荷 PV出力 深夜負荷

図 3.3-3 基本カーブ 

表 3.3-2 各エリアへの PV の配分 

 AB BC CA 

110 Smin Save Smax 

120 Smax Smin Save 

130 Save Smax Smin 

210 Smin Save Smax 

220 Smax Smin Save 

230 Save Smax Smin 
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度はもっと速く相似形の崩れは小さいため、本

検討条件は、かなりシビアな条件である。 

パラメータとしては、(13)式で定義する PV

設備容量の不平衡率（K）、(14)式で定義する負

荷設備容量の不平衡率（L）、配電系統モデルの

最大供給力（5.2MW）に対する快晴日の PV 最大

出力の割合（以下、PV 導入率）、および各エリ

アの天候変化の時間を変化させ、配電線一括で

PV 出力の分離・推定を行い、PV 出力真値に対す

る推定誤差（PV 出力推定値－PV 出力真値）の割

合（以下、誤差率）を算定した。 

K（％）＝
Save
SS minmax－

×100・・・・（13） 

 ここで、Smax：最大 PV 設備容量、Smin：最小

PV 設備容量、Save：平均 PV 設備容量を表す。 

L（％）＝
Lave
LL minmax－

×100・・・・（14） 

ここで、Lmax：最大負荷設備容量、Lmin：最小

負荷設備容量、Lave：平均負荷設備容量を表す。 

(2) 解析結果 

図 3.3-4～3.3-11 に PV 導入率 57％、PV 設備

容量の不平衡率 30%、負荷設備容量の不平衡率

30％、天候変化１H で設定した際の、各エリア

の PV 出力カーブと PV 出力の分離結果を示す。 

 各エリアの PV 出力カーブは、天候の変化に

伴って出力パターンが変化するが、各線間では

相似となっている（図 3.3-4～9）。しかし、配

電線一括では、各線間の晴と曇の PV 出力の割合

表 3.3-3 各エリアの天候の変化（晴→曇） 

 0.5H 1H 2H 

110 11ｈ～ 9h～ 6h～ 

120 11ｈ～ 10h～ 8h～ 

130 12ｈ～ 11h～ 10h～ 

210 12ｈ～ 12h～ 12h～ 

220 13ｈ～ 13h～ 14h～ 

230 13ｈ～ 14h～ 16h～ 
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図 3.3-4 PV 出力カーブ（エリア 110） 
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図 3.3-5 PV 出力カーブ（エリア 120） 
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図 3.3-6 PV 出力カーブ（エリア 130） 
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が変化し、各線間の PV 出力カーブの相似が崩れ

ていることがわかる（図 3.3-10）。この各線間

の PV 出力カーブの相似形が崩れた影響により、

配電線一括で分離・推定を行った場合、PV の出

力が最大となる 12h 断面において、13.4％の誤

差が生じた（図 3.3-11）。 

 次に、PV 導入率 57％、負荷設備容量の不平衡

率 30％、天候変化１H 固定で、PV 設備容量の不

平衡率をパラメータとして変化させた（図

3.3-12）。この結果、PV 設備容量の不平衡率の

増加に比例して、PV 出力の誤差率も増加するこ

とが確認された。 

 これに対して、PV 導入率 57％、PV 設備容量

の不平衡率 30％、天候変化１H 固定とし、負荷
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図 3.3-7 PV 出力カーブ（エリア 210） 
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図 3.3-8 PV 出力カーブ（エリア 220） 
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図 3.3-9 PV 出力カーブ（エリア 230） 
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図 3.3-10 PV 出力カーブ（配電線全体） 
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図 3.3-11 PV 出力推定結果 
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設備容量の不平衡率をパラメータとして変化さ

せた場合には、誤差率は負荷設備容量の不平衡

率の増加に伴って、反対に減少することが確認

された（図 3.3-13）。これは、負荷設備容量の

不平衡率が増加すると、PV 出力カーブを算出す

る際に使用する各線間の電灯負荷カーブの差に

占める PV 出力カーブの相似誤差の割合が相対

的に小さくなり、結果として、推定誤差が減少

したものと考えられる。 

この PV 設備容量の不平衡率と負荷設備容量

の不平衡率が推定誤差に与える影響をまとめて、

図 3.3-14 に示す。 

本結果から、配電線全体の負荷設備容量の不

平衡率、各エリアの PV 設備容量の不平衡率を基

準として、適用条件を求める。 

本条件のもとで、PV 出力カーブの推定誤差率

10％以下を目標とすると、負荷設備容量の不平

衡率が 30％の場合、各エリアの PV 設備容量の

不平衡率 20％程度以下が適用条件となる。 

 また、PV 設備容量の不平衡率 30％、負荷設備

容量の不平衡率 30％、天候変化１H 固定とし、

PV 導入率をパラメータとして変化させたが、有

意な差がないことを確認した（図 3.3-15）。 

 最後に、天候変化の時間をパラメータとして
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変化させ、上述したすべての試験ケースを同様

に実施し、誤差率を算出した。図 3.3-16、17

に PV 設備容量の不平衡率 30％、負荷設備容量

の不平衡率 30％、PV 導入率 57％設定時の天候

変化時間 0.5H、2H の PV 出力推定結果を示す。 

天候変化の時間が短くなる（雲の移動速度が

速くなる）と、推定誤差の発生時間帯は減少し､

各試験ケースの結果は、天候変化の時間 1H と同

様の傾向を示すことを確認した。 

 

3.4 まとめ 

 

本章の検討によって、得られた成果について

以下にまとめた。 

(1) 3 相不平衡状態にある電灯負荷カーブ、PV

出力カーブそれぞれが各線間で相似である

ことと、これらの稼働時間帯が異なっている

ことに着目し、センサー開閉器情報等から得

られる 1 日の各線間需要カーブを、PV 出力

カーブと負荷カーブに分離・推定する手法を

提案した。 

(2) また、負荷の稼働時間帯が異なっているこ

とに着目して、(1)の分離結果として得られ

る負荷カーブを電灯負荷カーブ、深夜負荷カー

ブ、3 相動力負荷カーブに分離・推定する手

法も提案した。 

(3) 適用条件を評価するため、線間の PV 設備容

量比と雲等による日射強度の各エリア間の

バラツキにより、配電線一括で測定した PV

出力カーブの相似が崩れた場合（各線間の PV

容量は同一）の推定誤差について、シミュレー

ション解析した。本シミュレーション条件の

もとで、PV 出力カーブの誤差率 10％以下を目

標とすると、負荷設備容量の不平衡率が 30％

の場合、各エリアの PV 設備容量の不平衡率

20％程度以下が条件となる。 

今後の課題は以下の通りである。 

(1) 今回の検討では、センサー開閉器情報と TMU

を利用して線間需要カーブを導出する方法

を前提としたが、より簡便に、センサー開閉

器情報のみから、線間需要カーブを導出する

方法を開発する必要がある。 

(2) 将来的には、直近の同じ気象条件の負荷カー

ブとセンサーから得られる現在の配電線潮

流を比較する等の方法により、リアルタイム

での PV 出力推定についても研究を行ってい

く必要がある。 

 

４．電圧不平衡対策への適用 

 

電気温水器や PV 等の単相機器の配電系統へ

の連系量増加に伴い、負荷パターンが複雑化し
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てきており、系統だけでなく、柱上変圧器単位

でも負荷の実態が掴みにくくなっている。 

さらに、これらが特定の線間に集中して設置

された場合には、電圧不平衡が発生し、電力品

質面への悪影響が想定される。 

そこで、単相負荷の不平衡が電力品質に与え

る影響と、分離手法により単相負荷の需要カー

ブを算定する電圧不平衡対策選定方法について

検討を行い、以下の結果を得た。 

 

4.1 負荷不平衡が系統に及ぼす影響 2) 

 

3 相 3 線式の電力系統において、1 つの線間に

集中して単相負荷が接続された場合には、線間

電圧の大きさにバラツキが生じることがある。

このような状態を電圧不平衡と呼んでいる。 

配電系統における電圧不平衡について規定

している法令、公的基準は特にないが、電技第

55 条において交流式電気鉄道に関する電圧不

平衡による障害防止についての規定があり、電

圧不平衡率 3％以下であることが求められてお

り、これらに準じて電力会社での管理目標値も

（15）式による 6.6kV 系統における電圧不平衡

率 3％としている場合が多い。 

電圧不平衡率（％）＝
正相電圧

逆相電圧×100・・（15） 

電圧不平衡が著しくなると、一般的に需要家

側において、発電機等の温度上昇、誘導電動機

のトルク減少や温度上昇、各種制御機器の誤動

作等の障害が発生することが知られている。 

 しかし、電圧不平衡が系統側に及ぼす影響に

ついては、あまり報告事例がないため、低圧側

電圧、配電線損失への影響等、基本的事項につ

いて検討を行った。 

 

 

 

 

4.1.1 配電系統モデル 

PV 等の普及が予想される住宅地域を検討対

象とし、図 3.3-2 と同様のモデルを使用した。

ベースとなる住宅負荷は、図 4.1.1-1 の住宅地

域の夏期配電線負荷カーブに基づき、各エリア

の各線間（AB、BC、CA 間）に均等に配分した。 

変電所の送出電圧は、プロコン方式により各

エリアの低圧側電圧が、低圧線電圧降下を考慮

して、103V～106V の範囲に入るように設定した

（図 4.1.1-2）。 

なお、不平衡の潮流計算には、これまでに当

所で開発・検証されている「3 相法潮流計算プ

ログラム」を使用した。 

 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

0 3 6 9 12 15 18 21 24

時間[ｈ]

有
効

・
無

効
電

力
[k

W
・
kV

ar
]

有効電力 無効電力

配電線容量ＭＡＸ：5200ｋＶＡ

図 4.1.1-1 夏期配電線負荷カーブ 

6,660

6,720

6,780

6,840

6,900

0 3 6 9 12 15 18 21 24

時間[ｈ]

送
出

電
圧

[Ｖ
]

図 4.1.1-2 変電所送出電圧パターン 



 －11－ ©CRIEPI 

4.1.2 電圧への影響 

 負荷不平衡の電圧面への影響を調査するため、

各エリアの総負荷量は一定のまま、線間負荷 CA

への負荷配分比率を徐々に大きくして、20ｈの

負荷設備容量の不平衡率（L）をパラメータとし

て変化させ、各エリアの電圧不平衡率、低圧側

電圧を算定した。 

電圧不平衡率は、線路の電圧降下の影響によ

り、変電所からの距離が離れるほど、また、負

荷設備容量の不平衡率が大きくなるほど増加し

ており、負荷が最大となる 20h に最大となる（図

4.1.2-1、2）。 

 図 4.1.2-3 に系統モデル内の各エリアの低圧

側電圧算出結果（24 時間分）のうち、最大と最

小の電圧値を抽出した結果を示す。 

低圧側電圧は、負荷設備容量の不平衡率の増

加に伴って、法定電圧の上下限値に近づき、裕

度が減少することが確認された。 

一般に低圧側負荷管理は 3 相平衡を前提に平

均電流から柱上変圧器の標準タップを設定し、

運用しているため、負荷設備容量の不平衡率が

増加すると、平均との乖離が大きくなり、結果

として、上限、下限ともに裕度が減少し、場合

によっては、法定電圧を逸脱する可能性がある。 

 
 

4.1.3 配電線損失への影響 

 4.1.2 項と同様の条件で、負荷設備容量の不

平衡率をパラメータとして変化させ、配電線損

失への影響を検討した。なお、本検討モデルで

は、低圧配電線、低圧引込線、柱上変圧器を詳

細に模擬しているわけではなく、絶対量は一般

の配電線損失に比べ少なくなっている。 

 図 4.1.3-1 に配電線損失の 1 日の合計を比較

した結果を示す。配電線損失は、配電線を通過

する電流値の 2 乗に比例するため、負荷設備容

量の不平衡率の増加に伴い、配電線の潮流の偏

りも増加し、結果として、配電線損失の増加が

確認された。 
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4.1.4 PV 出力抑制への影響 

近年、導入が進んでいる PV は逆潮流による法

定電圧逸脱を防止するため、規制点電圧を監視

して、必要に応じて電圧上昇抑制対策として、

出力抑制等を実施している。 

4.1.2 項の検討結果から、負荷設備容量の不

平衡によって、電圧面へ影響が出ることがわかっ

たため、不平衡が著しい場合には、PV の出力抑

制等の影響が懸念される。このため、PV 導入率

と負荷設備容量の不平衡率をパラメータとして

変化させ、PV 出力抑制への影響を検討した。な

お、PV出力カーブは図3.3-2の快晴日を使用し、

PV の出力抑制発生条件は、配電系統内の低圧側

電圧が、1 箇所でも 107V を超えた時点として算

定した 3)。 

PVを 3相平衡に設置した場合の算定結果を図

4.1.4-1 に示す。負荷設備容量の不平衡率の増

加に伴い、出力抑制等が発生する PV 導入率は減

少することが確認された。 

次に、ベースとなる電灯負荷を 3 相平衡に配

置し、PV を上述した 3 相平衡に設置した場合と

1 相、または 2 相に集中設置した場合の結果を

比較した（図 4.1.4-2）。この結果、PV が 3 相に

平衡設置された場合に比較して、1 相、または 2

相に集中設置された場合の方が、より低い PV

導入率で、出力抑制等の影響が生じることが確

認された。 

このように負荷や PV の接続相が偏り、電圧不

平衡が発生した場合には、今後、導入の加速が

予想される PV に出力抑制等の影響を及ぼす可

能性がある。 

 

4.2 電圧不平衡対策選定にあたっての

課題 

 

 一般的に電圧不平衡対策は、単相変圧器や住

宅地域に見られる単相の高圧配電線の結線替

（図 4.2-1）を実施し、各線間負荷量をバラン

スさせる方法が用いられている。 
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 しかし、配電系統における電圧管理は、3 相

平衡を前提に変電所の代表相の送出電圧、送出

電流、高圧需要家の契約容量、低圧需要家の電

力使用量から算出した柱上変圧器のピーク負荷

等を用いて管理しており、既存の電圧計算に使

用しているデータのみでは、電圧不平衡の要因

となる個々の単相負荷の需要カーブは把握でき

ない。 

 また、電気温水器や PV 等の普及に伴い、負荷

パターンも多様化していることから、線間負荷

の不平衡の大きさは時々刻々と変化することが

想定され、不平衡の要因となる各要素の時間変

化とその組み合わせを考慮した対策の検討が必

要になってきている。 

 しかし、配電線は亘長が長く、柱上変圧器の

数量も非常に多いため、需要カーブを把握する

目的で、すべての柱上変圧器の接続相、および

負荷の時間変化を現地で実測することは現実的

ではなく、効率的な対策エリア、結線替が必要

な単相負荷の選定方法が必要とされている。 

 

4.3 電圧不平衡対策評価・選定方法 

 

4.3.1 対策箇所の選定手順 

4.2 節の課題を解消することを目的に、PV 出

力カーブと負荷カーブを推定できるという提案

手法の特徴を活用し、電圧不平衡対策として結

線替を行う個々の単相負荷の需要カーブを算定

することで、負荷の実測を行わずに対策の効果

を評価・選定する方法を検討した。その結果、

以下のとおり対策箇所の選定手順を整理した。 

 

手順 1：対策エリアの選定 

①センサー開閉器情報等を用いて、各センサー

開閉器間（エリア）の各線間需要カーブを

取得する。 

②潮流計算により、それぞれのエリアで負荷

を平衡に設定した場合の配電線最大電圧

不平衡率を算出・比較し、最も改善効果の

高いエリアを対策エリアとして選定する。 

手順 2：エリア内の対策候補の抽出 

①選定エリア内の変圧器設備情報に基づき、

電灯負荷、深夜負荷、PV 設備容量の最大値

が、各線間でバランスするように、複数の

対策候補を抽出する。 

手順 3：対策候補の評価・決定 

 ①提案した分離手法により、対策エリアの各

線間需要カーブを電灯負荷カーブ、深夜負

荷カーブ、3相動力負荷カーブ、PV 出力カー

ブに分離する。 

 ②変圧器設備情報に基づき、分離した負荷カー

ブ、PV 出力カーブを配分することで、結線

替候補の単相負荷（柱上変圧器、単相高圧

配電線）の需要カーブを算定する。 

 ③潮流計算によって、各対策候補の改善効果

を比較・評価し、最大電圧不平衡率が目標

値以下で、かつ各時間帯の改善率の合計値

が最も大きい候補を結線替対象として決

定する。 

 

4.3.2 検討例 

4.3.1 項の選定手順にしたがって、不平衡対

策を検討した例を以下に示す。配電系統モデル

は図 3.3-2 と同様のものを使用した。各エリア

の線間負荷の構成要素別の最大値は図 4.3.2-1

A相 B相 C相

柱上変圧器
新設（変更後）
撤去（変更前）

＜凡例＞

３相配電線（３H）

変圧器結線替
BC間⇒CA間

単相配電線（２H）
結線替BC間⇒CA間

図 4.2-1 電圧不平衡対策の例 
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～3、日変化は図 3.3-3 の基本カーブに基づき、

空間的・時間的にも不平衡に有効電力を配分し

（図 4.3.2-4）、無効電力は力率 0.98 として与

えた。PV 出力カーブは晴を使用した。変電所の

送出電圧は、各エリアの線間負荷が 3 相平衡の

場合に、低圧側電圧が低圧線電圧降下を考慮し

て、103V～106V の範囲に入るように設定した

（図 4.3.2-5）。 

上記設定条件で、潮流計算を行い、電圧不平

衡率と低圧側電圧を算定した（図 4.3.2-6、7）。

電圧不平衡率は 20h に 3.64％と最大となり、一

般的な管理目標である 3％を超過している。ま

た、PV が発電する昼間帯、および電灯負荷が最

大となる 20h 前後に増加しており、低圧側電圧
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図 4.3.2-1 電灯負荷（最大値） 
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図 4.3.2-2 深夜負荷（最大値） 
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図 4.3.2-3 PV 出力（最大値） 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

0 3 6 9 12 15 18 21 24
時間[h]

有
効

電
力

[k
W

]

ＡＢ ＢＣ ＣＡ

図 4.3.2-4 各線間の需要カーブ（配電線全体）
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図 4.3.2-5 変電所送出電圧パターン 
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も適正範囲を逸脱している。 

手順 1に従い、電圧不平衡率が最大となる20h

断面のデータを使用し、それぞれのエリアで負

荷を平衡とした場合の最大電圧不平衡率を算出

し、対策前の電圧不平衡率との差（以下、改善

率）を試算した（図 4.3.2-8）。この結果から、

改善率が最大のエリア 230 を対策エリアとして

選定した。 

手順 2 に従い、線間負荷構成要素がバランス

するように対策（結線替）候補を抽出した。対

策前と対策候補のエリア 230 の負荷供給形態を

図 4.3.2-9、10 に示す。 

手順 3 に従い、対策エリア 230 のセンサー開

閉器情報等から得られる各線間の需要カーブ

（図 4.3.2-11）を電灯負荷カーブ、深夜負荷カー

ブ、3 相動力負荷カーブ、PV 出力カーブに分離

した（図 4.3.2-12）。なお、エリア 230 の線間
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図 4.3.2-6 最大電圧不平衡率の日変化 

（エリア 230） 
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図 4.3.2-7 低圧側電圧 
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図 4.3.2-8 対策エリア別の改善率 

【負荷情報調査・集約結果】 単位（ｋＷ）

２Ｈ１ ２Ｈ２ ２Ｈ３ ２Ｈ４ ２Ｈ５ ２Ｈ６ ２Ｈ７ Ｔｒ１ Ｔｒ２ Ｔｒ３ 計
電灯負荷 150 150 300
ＰＶ出力 ▲ 200 ▲ 200 ▲ 400
深夜負荷 200 200 400
電灯負荷 200 100 300
ＰＶ出力 ▲ 100 0 ▲ 100
深夜負荷 100 0 100
電灯負荷 200 250 250 100 50 50 900
ＰＶ出力 ▲ 100 0 0 0 0 0 ▲ 100
深夜負荷 100 0 0 0 0 0 100

ＡＢ

ＢＣ

ＣＡ

A相

B相

C相

単相柱上変圧器

2H1 2H2

2H3 2H4 2H5 2H6 2H7 Tr1 Tr2 Tr3

Tr2H 単相高圧配電線

図 4.3.2-9 対策前の供給形態

（エリア 230） 

【負荷情報調査・集約結果】 単位（ｋＷ）

２Ｈ１ ２Ｈ２ ２Ｈ３ ２Ｈ４ ２Ｈ５ ２Ｈ６ ２Ｈ７ Ｔｒ１ Ｔｒ２ Ｔｒ３ 計
電灯負荷 150 250 100 500
ＰＶ出力 ▲ 200 0 0 ▲ 200
深夜負荷 200 0 0 200
電灯負荷 200 100 200 500
ＰＶ出力 ▲ 100 0 ▲ 100 ▲ 200
深夜負荷 100 0 100 200
電灯負荷 150 250 50 50 500
ＰＶ出力 ▲ 200 0 0 0 ▲ 200
深夜負荷 200 0 0 0 200

ＡＢ

ＢＣ

ＣＡ

A相

B相

C相

単相柱上変圧器

2H1

2H3 2H4 2H5 2H7 Tr2 Tr3

Tr2H 単相高圧配電線

2H2

2H6 Tr1

図 4.3.2-10 対策候補の供給形態

（エリア 230） 
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負荷には、すべて深夜負荷が含まれているため、

エリア 220 の負荷分離を行い、深夜負荷のない

線間 BC の電灯負荷カーブを用いて、深夜負荷を

算出した。 

次に、設備情報に基づいて分離結果（エリア

の負荷カーブ、PV 出力カーブ）を配分し、結線

替対象の単相負荷の需要カーブを算定し（図

4.3.2-13）、潮流計算により複数時間断面の対策

効果を試算した（図 4.3.2-14～16）。なお、線

間 AB、BC、CA のうち、1 線間分は TMU による実

測結果があるので、分離手法を用いて、結線替

対象の単相負荷の需要カーブを算定するのは残
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図 4.3.2-11 各線間の需要カーブ

（エリア 230） 

-600

-400

-200

0

200

400

600

800

1,000

0 3 6 9 12 15 18 21 24

時間[h]

有
効

電
力

[k
W

]

ＡＢ_電灯負荷 ＢＣ_電灯負荷 ＣＡ_電灯負荷

ＡＢ_ＰＶ ＢＣ_ＰＶ ＣＡ_ＰＶ

ＡＢ_深夜負荷 ＢＣ_深夜負荷 ＣＡ_深夜負荷

３相負荷

図 4.3.2-12 線間負荷構成要素の負荷カーブと

PV 出力カーブ（エリア 230） 
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図 4.3.2-13 結線替単相負荷の需要カーブ

（エリア 230） 
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図 4.3.2-14 対策結果① 
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り 2 線間分となる。 

試算の結果、エリア 230 の対策候補により、

線間負荷の格差は減少し、電圧不平衡率の最大

値は 1.57％となり、一般的な配電線の管理目標

値である 3％をクリアできることが確認された。

また、低圧側電圧も含めて、他の時間断面にお

いても、改善が確認された。 

 

4.4 まとめ 

 

本章の検討によって、得られた成果について

以下にまとめた。 

(1) 負荷の不平衡が増加すると、電圧管理裕度

が減少し、法定電圧の逸脱や PV の出力抑制等

の影響が生じる可能性があることを示した。

また、同様に不平衡が増加すると、配電線損

失も増加することを示した。 

(2) 単相負荷の線間アンバランスに起因する電

圧不平衡の対策として、センサー開閉器情報

により対策エリアを絞り込み、PV 出力と負荷

の分離手法を用いて、個々の単相負荷の負荷

カーブを算定し、結線替を必要とする単相負

荷を選定する方法を提案した。 

今後の課題は以下の通りである。 

(1) センサー開閉器の設置台数が少ない場合に

は、対策エリアの細分化が困難であるため、

これまでに当所で開発・検証されている「仮

想負荷配分電圧推定法 4)」を応用した、3 相

不平衡での負荷分布推定方法について研究

を進めていく必要がある。推定手法を用いた

エリア細分化のイメージを付録の付図 1、2

に示す。 

 

５．おわりに 

 

 本研究は、センサー開閉器等の需要計測デー

タより、各線間の PV 出力と負荷を分離する手法

を開発することと、提案手法を適用した電圧不

平衡対策箇所の選定法を明らかにすることを目

的としたもので、以下の結果を得た。 

(1) 分離手法の提案と適用条件の評価 

ｏ3 相不平衡状態にある電灯負荷カーブ、PV

出力カーブそれぞれが各線間で相似であ

ることと、これらの稼働時間帯が異なって

いることに着目し、センサー開閉器情報等

から得られる 1 日の各線間需要カーブを、

PV 出力カーブと負荷カーブに分離・推定す

る手法を提案した。 

ｏまた、負荷の稼働時間帯が異なることに着

目して、分離結果として得られる負荷カー

ブを電灯負荷カーブ、深夜負荷カーブ、3

相動力負荷カーブに分離・推定する手法も

提案した。 

ｏ適用条件を評価するため、線間の PV 設備容

量比と雲等による日射強度の各エリア間

のバラツキにより、配電線一括で測定した

PV 出力カーブの相似が崩れた場合（各線間

の PV 容量は同一）の推定誤差について、

シミュレーション解析した。本シミュレー

ション条件のもとで、PV 出力カーブの誤差

率 10％以下を目標とすると、負荷設備容量

の不平衡率が 30％の場合、各エリアの PV
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図 4.3.2-16 対策結果③（低圧側電圧） 



 －18－ ©CRIEPI 

設備容量の不平衡率 20％程度以下が条件

となる。 

(2) 電圧不平衡対策箇所の選定法 

ｏ負荷の不平衡が増加すると、電圧管理裕度

が減少し、法定電圧の逸脱や PV の出力抑

制等の影響が生じる可能性があることを

示した。また、同様に不平衡が増加すると、

配電線損失も増加することを示した。 

ｏ単相負荷の線間アンバランスに起因する

電圧不平衡の対策として、センサー開閉器

情報により対策エリアを絞り込み、PV 出力

と負荷の分離手法を用いて、個々の単相負

荷の負荷カーブを算定し、結線替を必要と

する単相負荷を選定する方法を提案した。 

(3) 今後の課題 

ｏ今回の検討では、センサー開閉器情報と

TMU を利用して各線間の需要カーブを導出

する方法を前提としたが、より簡便に、セ

ンサー開閉器情報のみから、各線間の需要

カーブを導出する方法を開発する必要が

ある。 

ｏまた、将来的には、直近の同じ気象条件の

負荷カーブとセンサーから得られる現在

の配電線潮流を比較する等の方法により、

リアルタイムでの PV 出力推定についても

研究を行う必要がある。 

 ｏ電圧不平衡対策については、センサー開閉

器の設置台数が少ない場合を考慮し、これ

までに当所で開発・検証されている「仮想

負荷配分電圧推定法」を応用した、3 相不

平衡での負荷分布推定方法について研究

を行う必要がある。 
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付 録 
 

不平衡対策エリアを選定する方法としては、

本報告書で示したように、センサー開閉器情報

を活用することが有効と考えられるが、対象配

電線のセンサー開閉器設置台数が少ない場合に

は、開閉器間の距離が長くなり、細分化が困難

である。 

そこで、これまでに当所で開発・検証されて

いる「仮想負荷配分電圧推定法」を適用し、さ

らにエリアを細分化することを考えた。 

付図 1 に「仮想負荷配分電圧推定法」の概要

を示す。本手法は、センサー開閉器情報に基づ

き、センサー開閉器間に分布する負荷を仮想の

集中負荷に配分し、この仮想負荷を調整するこ

とによってセンサー情報と同じ潮流・電圧状態

を潮流計算において実現して、その潮流計算結

果を以って区間途中の電圧を推定するというも

のである。 

付図 2 にセンサー開閉器情報のみの場合と本

手法を用いた場合の不平衡対策エリアの細分化

範囲を比較したイメージを示す。このように本

手法を適用すれば、センサー開閉器間をさらに

3 分割することが可能であると考える。 

しかし、本手法は、不平衡潮流計算を直接取

り扱うことができないため、現状では十分な精

度が得られておらず、今後、さらに研究を進め

ていく必要がある。 

 

負荷の配分量を変化させて、繰り返し潮流計算により、
センサー情報と一致する負荷の空間分布、および時間
変化を推定

変電所

センサー開閉器 センサー開閉器

センサー情報
・相電圧Vs
・有効電力Ps
・無効電力Qs

センサー情報
・相電圧Vｒ
・有効電力Pｒ
・無効電力Qｒ

区間負荷算出し、
仮想負荷エリア
へ仮配分

付図 1 仮想負荷配分電圧推定法の概要 

変電所 100 200 300

２ｋｍ ２ｋｍ

センサー開閉器100、200の各相の電流値より、
配電線を２分割可能
絞り込み範囲＝2ｋｍ、Tr＝52台

（前提条件）配電線亘長：4.2km
　　　　　　　 配電線容量5200kVA⇒Tr50kVA換算で104台

センサー開閉器
0.2km

(a) 推定手法なし 

 

変電所 100 200 300

センサー開閉器100、200、300の相電圧、有効
電力、無効電力より、配電線を6分割可能
絞り込み範囲＝約0.7ｋｍ、Tr=18台

センサー開閉器

① ② ③ ④ ⑤ ⑥6分割：約0.7ｋｍ

0.2km

(b) 推定手法有り 

付図 2 不平衡対策エリアの細分化範囲 
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